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はじめに
2015 年 3 月，山形県合同輸血療法委員会（以下，「委

員会」）は平成 26 年度厚生労働省血液製剤使用適正化方
策研究事業として「在宅輸血のガイドライン素案（手
引書）」（以下「素案」）１）を作成して報告した．

作成にあたって，事前に東北地方の在宅医療に関連
のある施設を対象に在宅輸血のアンケート調査１）２）を行
い，委員会委員（医師，検査技師，看護師，県職員，
日赤血液センター職員など）に加えて，医師会医師，
在宅医療の医師，看護師，介護職員，など多職種が参
加した作業部会（「在宅輸血に関する調査委員会」）で議
論を重ねた．また，公表した「素案」に対する意見を
全国の医療機関，東北地方の介護施設などに募集し，
その結果を平成 27 年度厚生労働省血液製剤使用適正化
方策研究事業として報告した３）．

報告内容を要約して紹介するとともに，これらの一
連の作業を通じて見えてきた「在宅輸血」のもつ課題
とその対応を考える．

地域包括ケア
我が国の少子高齢化は急速で，今後，医療や介護の

需要がますます増加する．
厚生労働省は，団塊の世代（1947～1949 年の戦後ベ

ビーブームに生まれた世代，約 800 万人）が 75 歳以上
となる 2025 年を目途に，高齢者が住み慣れた地域で自
分らしい暮らしを続けることができるよう地域の包括
的な支援・サービス提供体制の構築を急務とし，在宅
での医療・介護の充実は喫緊の課題であるとして在宅
医療の普及を推進している．輸血医療においては「在
宅輸血」が課題となる．

事前のアンケートから
「在宅輸血」についての調査研究は，日本在宅医学会

が 2008 年に行ったアンケート調査があり，輸血を経験
した施設数（18%）や，輸血の観察時間，副反応につい
て報告している４）．海外では米国での調査がTransfusion
誌（1998）に掲載されている５）．委員会は東北 6 県の在
宅輸血の現状を把握するために，2014 年 11 月～12 月
に在宅医療機関 732 施設と訪問看護ステーション 431
施設を対象としてアンケート調査１）を行った．

在宅医療機関で「実際に輸血を行ったことがある」施
設は 11.1%，「輸血の必要性を感じたことがある」施設
は 48.4%，そのうち「患者の自宅等で輸血を行う」が
9% で，「患者・家族の希望，通院が困難」などが主た
る理由であった．一方，在宅輸血はリスクが高く，輸
血実施管理体制が整っている「自施設または他の施設
で輸血をする」との回答が大半（73.7%）を占めた．ま
た，「在宅輸血は要介護の高齢者や看取り・終末期患者
などの在宅医療の範囲を超えている，延命としては必
要なくむしろ避けるべき」，「安全性に問題あり，不安
を感じながら在宅医療をする必要はない，輸血はリス
クを伴う積極的な治療で在宅医療にそぐわない」，「安
易な不適正な輸血を助長する」，など否定的な意見や，
観察・見守りの人員不足や副作用への対応，抜針など
の処置，血液型・クロスマッチなどの検査，製剤保管
などの実施体制が不十分であり，家族の理解，病院・
訪問看護との連携も必要，などの理由から実施を困難
とするものが多く，輸血の適応の判断を含め病院，自
院（スタッフや設備の整った施設）に移して実施する
のがより良い方法とする意見が目立った．

一方，医学的に輸血の必要性があり，円滑に在宅で
輸血が行えるシステムが確立されれば，患者家族の負
担軽減（移動・生活・費用）や緩和医療にもなること
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表 1　「在宅輸血のガイドライン素案（手引書）」の目次

 1　はじめに
 2　在宅輸血の考え方
 3　在宅輸血の適応
 4　在宅輸血における説明と同意
 5　在宅輸血の管理体制のあり方
 6　在宅輸血における必要な検査
 7　在宅輸血における不適合輸血を防ぐための検査以外の留意点
 8　在宅輸血の実際
 9　在宅輸血における副作用に対する準備とその対応
10　在宅輸血後の患者のフォローアップ
11　訪問看護ステーションとの連携
12　在宅輸血における人材の育成

表 2　在宅輸血の主な課題と対策

課題 対策例

適正使用（正しい適応） 輸血依存の慢性血液疾患
重篤な輸血副作用がない例

確実な輸血検査の実施 「提携病院」で検査する
製剤の管理と運搬 移動式製剤管理用冷蔵庫
患者観察，急性副作用への対応 訪問診療の医師・看護師との連携

「輸血付き添い人」

表 3　在宅輸血の適応条件

1） 病院で輸血を実施したことがあり，輸血のためのラインが容易
に確保できて重篤な副作用の無かったことが確認されている．

2） 輸血による重大な副作用をおこす可能性のある疾患（心不全， 
腎障害，アレルギー体質など）を有さず，安定した病状である．

3） 意識障害がなく，副作用等が生じた場合に自身の身体症状につ
いて適切に応答できる．

4） 「輸血付き添い人」がいる．
5） 患者宅から 30分以内に救急病院に到着できる．
6） 在宅輸血を実施する主治医に24時間連絡の取れる状態にある．

表 4　在宅輸血で通常輸血に加えて必要な説明と同意

ア　在宅輸血を行う理由
イ　在宅輸血に伴うリスク
ウ　医療スタッフ以外の患者へ付き添う者の必要性
エ　副作用発生時の輸血付き添い人の対応方法
オ　輸血付き添い人が，在宅輸血に協力できること

から，在宅輸血を実施したい，そのためのガイドライ
ンが欲しい，研修も受けたい等の積極的な意見もある．
これまで，日本医師会雑誌の在宅医療の特集記事６）の中
に「在宅における輸血」についての一般的な注意事項
などがみられるが，実施する際の実務的な手引き書は
見当たらない．委員会が在宅輸血実施ガイドラインを
検討して公表し議論を待つことに意義はあると考えら
れた．

「在宅輸血のガイドライン素案（手引書）」について
「在宅輸血のガイドライン素案（手引書）」１）は表 1 の

内容からなる．
「素案」作成の作業部会の議事録や，内容各項目につ

いての議論や参考とした考え方を付記して説明した「解
説編」が報告書に掲載されているが，基本となる考え
方は以下の二点になる．

一つは，「在宅輸血」での安全の確保，適正な適応決
定や輸血管理に疑問が示され，在宅医療や終末期医療
での輸血適応についても様々な議論のあるところだが，
その是非はさておき委員会では「在宅輸血を実施する
ことを前提にして」何が必要かを考えた．

二つ目は，在宅輸血のための新たな規範を作成する
のではなく，これまでわが国で培われてきた輸血ガイ
ドライン（「輸血療法の実施に関する指針」「血液製剤の
使用指針」「血液製剤等に係る遡及調査ガイドライン」）７）

（以下「指針」）を遵守することを基本とした．
その上で，在宅輸血の実施上問題となる事項（在宅

輸血の課題）を挙げ，在宅輸血を実施している海外諸

国の手法８）～１７）を参考にしながら，その解決策を検討して
提案した（表 2）．

在宅輸血の適応
基本は「指針」による．「在宅医療の推進」の下に，

無用な輸血や不適切な輸血が行いやすくなってはなら
ない．「素案」では，安全性を確保するための幾つかの
条件が追加される（表 3）．当然ながら，急性出血は輸
血以外の救急対応が必要となり在宅輸血の適応はない．
病院で輸血の必要性と輸血への依存が確認された慢性
疾患で，数回の輸血を経験して輸血療法を実施する上
で支障のない患者が適応となる．例えば，QOL がある
程度保たれているが通院が困難な高齢の再生不良性貧
血や骨髄異形成症候群の患者など１８）～２０）で，輸血可能な
血管が確保できて重篤な輸血副作用歴がないものが例
としてあげられよう．病院で専門医が従来の輸血指針
に従い適応を決め輸血治療の基本方針を決定，在宅診
療ではその指針を受け継いで輸血を行う．看取り期の
患者に輸血の適応はないと思われるが，「素案」では最
終的な判断は患者家族との協議によるものとした．

在宅輸血の説明と同意
在宅輸血には，血液製剤の管理・運搬，輸血開始後

の観察や輸血副作用への対応などについて特有のリス
クがある．そのことを十分に説明して同意を得る必要
がある（表 4）．委員会では「患者及び患者家族向け在
宅輸血説明用パンフレット」（図 1）を作成して平成 27
年度の研究事業報告３）に掲載し，その中に「在宅輸血同
意書」を例示した（図 2）．

輸血検査と提携病院
現在の輸血の安全性は標準化された適正な輸血検査
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図 1-1　在宅輸血の説明書「自宅で輸血を行う方へ」の
表紙（実際は色刷り）

図 1-2　在宅輸血の説明書「自宅で輸血を行う方へ」
の目次

で担保されている．「在宅輸血」でも同様に検査を行う
ために「提携病院」を提案している．これは，「輸血を
開始した病院，または在宅輸血を行う診療所と輸血検
査についての契約を締結した病院」で，在宅のための
輸血検査は「提携病院」で行うことを原則とした．具
体的には，

1．血液型，不規則抗体検査は病院の結果を引き継ぐ
（または在宅診療医が外注）

2．交差適合試験は提携病院または外注で実施する．
自家検査であれば，「タイプ＆スクリーン」に準じて検
査を行い輸血する方法も考えられよう．

3．輸血前の感染症検査は，最初の輸血を実施した病
院（提携病院）の結果を共有する．

これらにより，安全な輸血検査が確保され，病診間
で検査結果や副作用情報などの輸血記録を共有，かつ
一括して管理することができる．

血液製剤の保管と輸送
血液製剤の取り扱いの間違いが重大な輸血事故に結

びつく．在宅輸血でも，患者と輸血製剤の取り違えに
よる輸血過誤をおこさないように一層注意して確認作
業を行わなければならない．また，製剤は輸注するま
での間保冷庫などで保管する必要がある．使用直前ま
で上記の「提携病院」に保管を依頼することが思い浮
かぶが，医療法２１）～２４）により，血液製剤を他施設に保管
して自施設で輸血をすることはできない．したがって，
在宅輸血の際には，施設内及び患者宅への運搬用の保
冷庫，保冷容器が必要となる．「素案」では，この目的

に最近実用化された温度の監視・記録が可能な輸血用
血液製剤搬送冷蔵庫（ATR：Active Transfusion Refrig-
erator）２５）の使用を提案している．例えば，ATR を医師
会等に常備し，在宅輸血を実施する施設に貸し出すこ
となどが考えられよう２６）．

輸血の見守り
輸血では様々な副反応が起こりえて重大な結果に結

びつく重篤な副作用もある．しかも，軽症のものも含
めればその頻度は決して低いとはいえない．したがっ
て，輸血開始から終了後しばらくの間副作用監視と救
急対応のため患者を見守る必要がある．万一輸血中に
患者が死亡するなどの例が生じて責任を問われた場合，
医療側が十分な注意・準備をしていたと答えられなけ
ればならない．在宅輸血においては，観察者に医師，
看護師，介護職員などが候補に挙がる．日本在宅医学
会の調査４）では，輸血施行中の観察は医師 25%，看護師
64.3%，家族46.3%，輸血終了後は医師25%，看護師71.4%，
家族 28.6% と報告されている．しかし，委員会でも話
し合われたことだが，現実には医師・看護師が長時間
対応することが困難な状況である．施設での輸血と在
宅輸血との大きな違いがここにあり，現状では在宅輸
血においては重篤な副作用が生じた際の緊急処置と緊
急検査の対応能が低下する．在宅輸血を実施する上で
最も大きな問題かもしれない．
「素案」では海外の例（海外文献８）～１７））を参考に「輸血

付き添い人」（表 5）を設定して，医師，看護師と連携し
て対応する（図 3）ことを提案した．
「輸血付き添い人」は 20 歳以上の患者家族とし，在

宅輸血開始から医師や看護師が退出した後も患者宅に
滞在して患者を見守る．観察中に，輸血関連の副作用
症状が出た場合は，直ちに医師又は看護師に連絡，連
絡を受けた医師が救急対応をする．この「輸血付き添
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図 2-1　在宅輸血の同意書：患者用

2 1 1

図 2-2　在宅輸血の同意書：家族（「輸血付き添い
人」）用

20
2 1 1

い人」がない場合は在宅輸血は実施しない．在宅輸血
の「鍵」となる提案だが，その責任は重く，実施にあ
たっては現行の我が国の法律で可能かの検討も必要に
なると思われる．また，事前の同意の前に，説明に加
えて教育・訓練が必要ではないかとも考えると，高い
ハードルではある．

関係者の連携
在宅輸血を実施するにあたっては，「提携病院」の医

師，在宅医療の医師，訪問看護ステーションの看護師，
患者家族（「輸血付き添い人」）等の関係者の連携を図る
ために，事前に「在宅輸血ケースカンファレンス」の
実施を推奨している．

また，今後在宅輸血を推進するにも，これら関係者
の連携を円滑に行うための調整役が重要であり，「素案」
ではそうした人材（在宅輸血コーディネーター）の育
成を提言している．現実的には，学会認定臨床輸血看
護師，在宅医療施設の看護師やソーシャルワーカー，
医師会の医療連携コーディネーター，日本医療マネジ
メント学会の医療連携福祉士などが考えられよう．

公表後のアンケートから
委員会は「素案」の公表後，2016 年 1 月～2 月に東

北地方の在宅医療病院・診療所（165 施設）と訪問看護
ステーション（143 施設），及び全国の大学病院（143
施設）と東北地方の地域がん診療連携拠点病院（41
施設）にアンケート形式で「素案」についての意見を
募った．詳細は「平成 27 年度厚生労働省血液製剤使用

適正化方策研究事業報告」３）に掲載したが，各項目につ
いて数多くの意見をいただいた．

実際に在宅輸血を実施している方々からは，「手間は
かかるが輸血は在宅でも良い」「輸血は患者家族から喜
ばれる，手引書はありがたい」と「素案」を歓迎する
回答や，外来で輸血を実施している医師から在宅輸血
の体制が整備されて広く普及することに期待する声も
ある．また，ガイドラインは在宅輸血の安全性を高め，
安易に不必要な輸血を防ぎ真に在宅輸血の必要な患者
に恩恵をもたらすとの賛同の意見もあった．

一方，「在宅輸血」への疑問を示すものも少なからず
ある．その根底には，これまでわが国で輸血に関わる
人々が求め続け築き上げてきた「安全で適正な輸血」が
維持できるのかとの懸念がある．全国の大きな病院で
ようやく標準化されてきた輸血医療だが，中小の施設
では課題も多いとされ，輸血管理上のリスクを回避し
て輸血は大病院で行うとの現実もある．また，ガイド
ラインがリスクを浮き彫りにして，かえって在宅輸血
に消極的にさせる可能性もある．診療所を飛び越えて
在宅で行うことに対する危惧は理解できるし，患者安
全は在宅医療の便宜性や経済性より優先されるべきで，
患者の「安全」を「便宜」や QOL に替えることはでき
ないとの主張も頷ける．安全確保のための労力や工夫
は「在宅」ではなく「患者の搬送」に向けて，輸血は
病院で行うべきとの考えは根強い．技術の進歩に合わ
せて輸血の安全対策を見直すことも一法だが，その際
安易に在宅輸血用にと簡便化した基準をつくってはな
らないと思う．通常の輸血もその方向に流れ，輸血全
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図 3　在宅輸血における対応：「医」医師，「看」看護師，「添」付き添い人，「患」
患者（実際は色刷り）

表 5　「輸血付き添い人」

1） 医師又は看護師は，「輸血付き添い人」に対して，輸血副作用
によって起こり得る症状，副作用発生時の対応方法（輸血を
中止するための器具の操作方法など）等について説明し，患
者観察と副作用発生時の対応について同意を得る．

2） 「輸血付き添い人」は，在宅輸血開始から医師や看護師が退出
した後も（抜針後 6 時間）患者宅に滞在して患者の容態を観
察し，併せて精神面のサポートを行う．

3） 「輸血付き添い人」は，観察中に（発熱，悪寒，かゆみ，発赤，
発疹，血管痛，意識障害，呼吸困難等の）副作用症状が出た
場合，医師または看護師が不在の時は，直ちに医師・看護師
に連絡する，また指示に従い輸血を中止することができる．

体の安全性を崩壊させる危険がある．「在宅輸血」をめ
ぐり様々な考えがあり，今後検討すべき課題が残る．

繰り返しになるが，「素案」も在宅の輸血を推奨する
ものではない．「止むを得ず在宅輸血を行う場合はどう
するか」の「提案」である．
「在宅輸血」の見守りについては，在宅担当の医師や

看護師が輸血監視のために長時間患者に付き添うこと
は現在の在宅医療では非効率的で実施は困難である．

「素案」では現実的な対応策として「副作用の監視」と
「緊急事態の発見と通報」を「輸血付き添い人」の家族
に依頼して，「緊急事態への対応」までの時間を最大 30
分許容するとした．そのリスクについての理解と同意
を得たとしても，「安全」を「患者の家族」に託すこと
は，輸血医療にとって大きな決断になると思われる．

その「輸血付き添い人」については，その責任の範
囲や副作用に対応した結果に対する免責について明確
に決めておく，付添い中の飲酒・喫煙は認めないなど
の提案や，より厳格に「有資格者」「医療従事者」に限
るべきとの意見がある一方で，インスリンや酸素療法，
経管栄養の管理などに非医療従事者が関与しているこ
とを例に，緊急時の輸血中止などは許容できるのでは

ないか，独居者を想定して家族限定ではなく「家族の
同意を得たもの」との意見もあった．素案には「輸血
付き添い人」に対して，だれがどのように説明または
教育するかは示されておらず実施上の大きな課題であ
るが，輸血に精通した看護師が適任かもしれない．

また，検査や製剤については，使用する製剤につい
て緊急輸血に準じて ABO/RhD 同型輸血として交差試
験を省略する（後で確認する），洗浄赤血球を使用する
などの提案もある．将来，iPS 細胞由来の血液などが使
える時代になれば，「在宅輸血」のハードルは大分低く
なるとの期待も膨らむ．

その他，都会と地方の事情の違いを考慮すること，
在宅診療所や訪問看護ステーションで輸血を引き受け
る体制を整えることが先決，その従事者の研修や精神
面のサポートが必要，「連携」については責任の所在が
不透明なので在宅輸血専門の別組織を構築してはどう
か等々様々な意見があった．

以上，「素案」を通じて「在宅輸血」について様々な
意見がよせられた．事前のアンケートでの疑問や懸念
と重なるものも多いが，「素案」作成の目的であるたた
き台の役目を少しは果たせていると感じている．

結 び
これまで述べたように，またわが国の文献４）６）２０）で指摘

されるように在宅輸血が持つ問題点は少なくない．「在
宅」により安全性の低下を余儀なくされる現状で，最
大限に安全性を高める工夫が求められる．「素案」で提
案された対策案・工夫も実施には課題が多い．「素案」
自体，在宅輸血の推奨案ではなく，議論の「種」と考
えている．冒頭棚上げにした在宅輸血が輸血療法とし
て正しいのか，また在宅医療の推進に有用かの議論も
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含め，各方面からのさらなる検討が必要と思われる．
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